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目次・報告にあたっての基本的要件 
 

目次                         報告にあたっての基本的要件 
 
【報告対象組織】 

当社グループの生産系サイト  
海外グループ会社含む 
※集計範囲が異なるものもありますので、詳細 
は「報告対象組織の範囲と環境負荷の補足状 
況」の項をご覧下さい。 

 
 

【報告対象期間】 
2012 年 4 月 1 日～2013 年 3 月 31 日 

 
【報告対象分野】 

電子部品事業 
電子機器事業 
生産器材事業 

 
【参考にしたガイドライン】 

  環境省「環境報告ガイドライン 
            2007年度版」 
 
【作成部署及び連絡先】 

業務管理部 
CSR推進グループ 
リスク管理ユニット 

〒299-4395  千葉県長生郡長生村 
             薮塚 1080 

TEL:0475-32-6095 
FAX:0475-32-6146 

 
 

 
 
【お問合せＵＲL】 
    https://www.futaba.co.jp/cgi-bin/environment/inquiry/entry.cgi 
 

 

【ウェブサイトの URL】 
http://www.futaba.co.jp/environment/index.html 

  

●基本的項目   

目次 1 

経営責任者の諸言 2 

報告対象組織の範囲 3 

事業の概況 4 

事業活動のマテリアルバランス 8 

  
  
  ●環境マネジメント等の環境経営に関する状況   

事業活動における環境配慮の方針 9 

環境マネジメントシステムの状況 10 

 推進体制・環境会議・環境教育 10 

 環境監査 11 

 緊急事態への準備及び対応・認証取得 12 

環境に関する規制の遵守状況 13 

サプライチェーンマネジメント等の状況 14 

グリーン購入・調達の状況 15 

環境に配慮した新技術、DfE 等の研究開発の状況 16 

生物多様性の保全と生物資源の持続可能な利用の状況 17 

環境に関する社会貢献活動の状況 18 

温室効果ガスの排出量及びその低減対策 19 

廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量及びその低減対策 21 

化学物質の管理方針及び管理状況 23 

環境会計情報 25 

https://www.futaba.co.jp/cgi-bin/environment/inquiry/entry.cgi
http://www.futaba.co.jp/environment/index.html
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経営責任者の諸言 

   
 

当期における世界経済は、中国での景気拡大の鈍化や欧州における景気の低迷がありましたが、
米国の穏やかな景気回復など、全体として底堅さも見られるようになってきました。国内では円高
の進行、デフレの影響など厳しい状況が続きましたが、政権交代に伴う経済対策、金融政策への期
待から株高・円安が進み、持ち直しの動きが見られました。 
このような状況にあって、当社グループは、変化する経営環境に柔軟に対応し、中長期的な事業

領域の拡大と強靭な収益体質への転換を目標に事業を進めてまいりました。 
さらに、企業理念、ビジョン、行動規範の見直しを行い、Futaba Way を制定し、日々の活動に
おいて、その仕事に使命感や価値観を共有し、誇りを持って業務遂行に精励することによって、産
業界や社会に貢献していきます。 

 
この報告書は、当社グループ 2012 年度における、環境活動内容と成果をまとめました。 

報告書をご一読いただき、当社グループの環境活動をご理解いただくとともに、皆様からの率直な
ご意見や今後の活動に対するご助言を頂ければ幸いです。 

 
企業理念 

私たち Futabaグループは価値ある器材・サービスを創出し世界の発展に貢献します 
 
ビジョン７０ 

Futabaテクノロジーを核に、世界で躍進するリーディングカンパニーを目指します 
 
行動規範 

我々は、愚直なまでに本質を追究しお互いの喜びと感動を分かち合いながら 
自由で豊かな発想のできる企業風土を構築するため、以下を実践します 
 
１．スピードと意欲を持って挑戦します 
２．自らを高め、夢に向かって努力します 
３．真心と思いやりを持ち、人と人とのつながりを大切にします 
４．遵法精神と高い倫理観に基づき行動します 
５．自然を愛し、環境負荷の低減を通じて、地球の未来を守ります 

 
 

 

 

 
当社グループは、地球環境の保全と継続的な 

改善により、環境経営を推進します 
 

 

 

取締役社長 
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報告対象組織の範囲 
 
当社グループは、グループ内の生産拠点を環境経営の範囲としております。 
 
生産拠点と ISO14001 取得状況  

2013 年 3 月 31 日現在 
 

 生  産 拠 点 製 品 
ISO14001 
取得状況 

双葉電子 工 業 
株式会社 

本社 － 1999 年 
茂原電子管 電子関連 1999 年 
長生電子管 電子関連 1999 年 
長生モジュール 電子関連 1999 年 
長生精機技術センター 生産器材 1999 年 
長生精機 生産器材 1999 年 
長生電子機器 電子関連 1999 年 
長生電子部品技術センター 電子関連 1999 年 
長南精機第一、長南精機第二 生産器材 1999 年 
睦沢精機 生産器材 1999 年 
明石精機 生産器材 1999 年 
松戸精機 生産器材 － 

国 内生産 関係 会社 
小川精機株式会社 電子関連   2009 年 

  双葉精密株式会社 生産器材 － 
サツキ機材株式会社 生産器材  － 
双葉モバイルディスプレイ株式会社 電子関連   2012 年 

海外生産 関 係会社 

フタバ・コーポレーション・オブ・アメリカ 電子関連    － 
フタバ・コーポレーション・オブ・ザ・フィリピン 電子関連 2003 年 
台湾双葉電子股份有限公司（台湾） 電子関連 2002 年 
富得巴精模（深圳）有限公司 (中国) 生産器材 2001 年 
フタバ・ジェイ・ティ・ダブリュー（タイランド）リミテッド 生産器材 2003 年 
フタバ（ベトナム）カンパニー・リミテッド 生産器材 2008 年 
双葉電子部品（恵州）有限公司 (中国) 電子関連 2005 年 
双葉精密模具（中国）有限公司 生産器材 2008 年 
起信精機株式会社（韓国） 生産器材 － 
三一メガテック株式会社（韓国） 生産器材 － 
起信精密模具（天津）有限公司 (中国） 生産器材 － 

 
本報告書内では、以下のように記載します。 

① 国内サイト･･･双葉電子工業株式会社＋国内生産関係会社 
② 海外サイト･･･海外生産関係会社 
③ 連結サイト又は当社グループ･･･双葉電子工業株式会社＋国内生産関係会社＋海外生産関係会社 
 
※以降、海外生産関係会社の名称につきましては、国名で記載します。 
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事業の概況 
 
事業概要について、2013 年 3 月 31 日現在の情報を記載しました。 

なお、詳細は当社ホームページ（http://www.futaba.co.jp/）でご覧いただけます。 

 
 

会社名 : 双葉電子工業株式会社 
設立  : 1948 年(昭和 23 年)2 月 3 日 
資本金 : 22,558 百万円 
年間売上高 : 連結  58,100 百万円 
従業員数  : 連結    5,427 人 
上場証券  : 東京証券取引所 
  取引所         市場第１部 
証券コード : 6986 
単元株式数 : 100 株 
 【連結の範囲に関する事項】 

連結子会社数  : 22 社 
非連結子会社数 :   3 社 
 

 

 
 

 

【事業区分別売上高】（連結） 単位：百万円 【市場地域別売上高構成比】（連結） 単位：百万円 

【主な事業内容】
事 業 区 分 主　要　製　品

電子部品事業
蛍光表示管，蛍光表示管モジュール，有機
ELディスプレイ，タッチパネル

電子機器事業
ラジコン機器，模型用エンジン，ロボット
用機能部品

生産器材事業
プレス金型用部品，モールド金型用部品，
プレシジョンプレート，省力機器

【従業員数の推移】（連結） 単位：人 【売上高推移】（連結） 単位：百万円 

年度

   

年度

   

http://www.futaba.co.jp/%EF%BC%89%E3%81%A7%E3%81%94%E8%A6%A7%E3%81%84%E3%81%9F%E3%81%A0%E3%81%91%E3%81%BE%E3%81%99%E3%80%82
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事業の概況 
電子部品事業 
 
 
 
 
 

38.8％ 

●主な製品 
蛍光表示管 
蛍光表示管モジュール 
有機ＥＬディスプレイ 
タッチパネル 

 
 
 
蛍光表示管は、海外市場で映像用途が伸び、国内市

場では車載用途のエコカー向けが順調に推移しました
が、他表示素子との競合により、海外市場における車
載用途が伸び悩み、売上げは前期を下回りました。 
蛍光表示管モジュールは、POS 用途が低迷したもの

の、車載用途が好調に推移したことから、売上げは前
期をやや上回りました。また、ノンディスプレイモジ
ュールの需要が増加するなか、米国子会社における工
場の拡張計画もほぼ完了し、来期から本格的に稼働す
る予定です。 
有機 EL ディスプレイは、通信機器用途などへの拡販

の継続に加え、車載用途をはじめとした新たな市場開
拓に注力したものの、売上げは計画を下回りました。 
タッチパネルは、台湾やフィリピンの子会社において

量産ラインを立ち上げ、車載用途への展開をはかりま
した。 
 
 
 
 
 
 
有機 ELディスプレイ 
用途を拡大し、車載用・モバイル用市場に本格参入 
 
当社の有機 EL ディスプレイは、薄型・軽量・省電力

型の自発光素子として、携帯電話などの通信用途を中
心とした民生分野でご利用いただいております。特に
モバイル用市場では、これまでフューチャーフォンの
サブディスプレイ中心に展開しておりましたが、今後
は高機能な有機 EL ディスプレイをスマートフォンの周
辺製品向けに拡販していきます。さらに車載用にも展
開し、主にインパネ部分において当社の有機 EL ディス
プレイが使われる予定です。今後も用途や販路を拡大
していきます。 

 
 
 
蛍光表示管 

シースルータイプ有機ＥＬディスプレイ 

タッチパネル 

車載用有機ＥＬディスプレイ 
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事業の概況 
電子機器事業 
 
 
 
 

11.9％ 

 
 
 
 
 
 
 
 
●主な製品  
ラジコン機器  
模型用エンジン 
ロボット用機能部品 

 
 
 
 
 
ホビー用ラジコン機器は、ハイエンド空用プロポ「１

８MZ」50 周年限定モデルや、ミドルクラス空用プロポ
「１４SG」を市場投入し、高・中級機種市場の活性化を
はかりましたが、北米市場における個人消費の低迷の影
響から、売上げは前期を下回りました。 
産業用ラジコン機器は、震災からの復興需要に支えら

れトラッククレーン向けや農業関連向けなどのテレコン
トロール製品が順調に推移したことから、売上げは前期
を上回りました。 
模型用エンジンは、海外・国内市場共に個人消費が落

ち込んだことから、売上げは前期を下回りました。 
ロボット用機能部品はコマンド方式サーボモーターを

供給している、大手パートワーク（分冊百科）販売会社
が企画した二足歩行ロボットが好評でした。 
 
 
 
 
 
 
ロボット用機能部品(コマンド方式サーボモーター) 
大ヒット中のパートワーク(分冊百科)へ当社サーボモーターを販売開始 
 
当社は大手パートワーク（分冊百科）販売会社

である（株）デアゴスティーニ・ジャパン様へ専
用サーボモーター「RS３０８MD」の販売を開始
しました。 
各号のパーツを組み上げて二足歩行や会話が

できるコミュニケーションロボット「Robi」を作
る「週刊 Robi」身長 34 センチと小さな体の
Robiは、当社製の専用サーボモーターを 20個採
用することで表情豊かな動きを可能にしています。 

９２０MHｚ帯 特定小電力組み込み型
無線モジュール（FEP シリーズ） 

Robi専用サーボモーター 

（RS308MD） 

Robi創刊号表紙 

ハイエンド空用プロポ「１８MZ」５０周年記念モデル 

Robi 創刊号表紙 
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事業の概況 
生産器材事業 
 
 
 
 
 

49.3％ 

●主な製品 
プレス金型用部品 
モールド金型用部品 
プレシジョンプレート 
省力機器 

 
 
 
プレス・モールド金型用部品、プレシジョンプレー

トについては、海外では、タイ・ベトナムの増産体制
構築に着手し、インドネシアに新拠点を開設しました。
韓国市場では自動車向けやスマートフォン向けが好調
で、売上げは前期を上回りました。中国市場では欧州
金融不安に起因する需要の減少から、売上げは前期を
下回りました。 
国内では、環境・省エネ対応製品向けや精密分野へ

の営業活動を強化すると共に、プレシジョンプレート
のネット販売を開始しましたが、自動車向けの受注減
少や、中国での日本製品の販売不振で、売上げは前期
を下回りました。 
省力機器は、国内外での設備投資の抑制がみられた

ことから、売上げは前期を下回りました。 
モールドマーシャリングシステムは、フルモデルチ

ェンジの実施や、CE マーキングに対応するなど海外展
開への基礎を築くと共に、新製品である金型表面温度
センサを市場投入し、拡販に努めました。 
 

 
 
 
 
 
モールドマーシャリングシステム 
金型表面温度センサを新たに発売 
 
当社は、射出成型用金型内の「見える化」を実現す

るモールドマーシャリングシステムの新たなラインア
ップとして、金型表面温度センサを発売しました。 
このセンサは、成形品の変形や外観に影響を与える

金型表面温度を計測できます。成形中に刻々と変化す
る温度をリアルタイムで計測できるため、成形効率の
向上、金型温度に起因する成形不良の防止がはかれま
す。さらに独自構造による高応答性（特許出願中）や、
市販の計測器とも容易に組み合わせられる仕様とする
ことで、低コストでの導入が可能です。 
 

金型表面温度センサ 

モールド成型用周辺機器 
(モールドマーシャリングシステム) 

プレシジョンプレート(高精度プレート) 

全加工ダイセット 
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事業活動のマテリアルバランス 
 
2012 年度の当社グループ連結サイトの実績を集計しました。  
今後もマテリアルバランスの向上を目指し、取り組んでいきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

OUTPUT 

大気への排出 

双葉電子工業グループ 

生産工場・関係会社 

INPUT 

エネルギー使用量 

1,805,174GJ 
（原油換算） 

CO2     102,342 t 

SOx   0.1 t未満 

N0x   0.1 t未満 

ばいじん    0.1 t 

排水量 1,006千㎥  

BOD              7.7 t 

最終処分量   1,482 t 

廃棄物総排出量 
4.299t 

再資源化量   2,818 t
   

PRTR物質排出量 

廃棄処分量     3.1 t 

大気放出量     2.2 t 

河川放流      0.2 t 

電力  178,183 MWh 

 LPG             116 t 

天然ｶﾞｽ  1,450 千㎥ 

灯油            29.2 kl 

 重油･軽油      97.1 k 

小  川  精  機  株  式  会  社 

双葉電子工業株式会社 

双葉ﾓﾊﾞｲﾙﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ株式会社  

台湾双葉電子股份有限公司 

富得巴精模(深圳) 有限公司 

双葉電子部品(恵州) 有限公司 

双葉精密模具(中国) 有限公司 

FUTABACorporation 
of The Philippines 

FUTABA (Vietnam)Co.,Ltd. 

FUTABA JTW(Thailand)Ltd. 

起信精機株式会社(韓国) 

水資源投入量 

物資投入量 

上水  1,046 千㎥ 

 再生処理水  16 千㎥ 

資材･原材料   78,745t 

 PRTR対象物質  193.8t 

水域への排出 

製 品 群 
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事業活動における環境配慮の方針 
 
環境経営推進の基本方針として環境方針を定めています。 
 
当社グループは、地球環境の保全と継続的な改善が当社の責務と捉え、環境報告書の継続的な社外公表

や海外に展開している関係会社の ISO14001 の認証取得を推進すると共に、グローバルに展開するため
各種規制などへの迅速な対応体制を構築し、業績向上と両立する環境経営の実践を進めています。 
 
 

－ 環 境 方 針 － 
基本理念 

 

双葉電子工業株式会社は、自然の営みを尊重し、環境負荷の遺産を後世に残さないように、地球環境
の保全と継続的な改善に努め、人にやさしい工場環境の実現を目指し行動します。 

環境スローガン 
『 本質を直視して環境付加価値製品化の推進を 』 

行動指針 
■環境経営の推進 

 

1.   環境活動を企業の社会的責任の重要課題の一つとして認識して、経営方針と整合させた環境活動を推進する。 
2.   法的要求事項の順守はもとより、社会的期待を視野に入れた環境目標を設定し、目標達成により経営価値の 

創出を図る。 
3.   日常活動に関る環境負荷の低減、汚染の予防などに繋がる環境活動に積極的に取り組み環境経営を継続的に

改善する。 
4.   関係会社や海外工場にも環境活動の推進を強化し、グローバルな環境改善活動を実施する。 
5.   組織に関連する全ての人の環境意識を高め改善活動に取り組む。 
■環境調和型製品の開発推進と環境負荷低減 

1.   資源の有限性を認識し、製品設計から流通に至るまで資源の有効化、ムダ取り施策を推進し、連結ゼロエミ 
ッションを達成する。 

2.   ＣＯ2 排出削減、温室効果ガス排出削減に積極的に取り組む。 
3.   顧客価値を創造し、環境付加価値対応製品の開発に取り組む。 
■利害関係者との連携と貢献 

1.   地域社会や利害関係者に対し、環境技術や製品を提供しながら環境活動を通じて社会に貢献する。 
2.   環境方針を公開するとともに必要に応じて環境活動を開示し、相互理解に取り組む。 

 
この環境方針は双葉電子工業株式会社のすべての活動を包括しており、毎年１回見直しをする。 

 
 

 
 

   取締役社長 



-10- 

環境マネジメントシステムの状況 
 
環境マネジメントシステムの活動は、ＰＤＣＡのサイクルを回しながら、環境経営の一環と捉え、海外

関係会社についても、環境マネジメントシステムの活動推進支援を行い、グローバルな環境活動を実践し
ています。 

◇◇  推推進進体体制制 
 
 
 

 

  
  
  
  
  

  
  
  
  
  
◇◇  環環境境会会議議 
当社では、マネジメントレビューの一環として環境方針の見直し、必要な資源の準備やシステムの有効

性の評価を、環境会議(2回/年)と部門環境管理責任者会議(2回/年)で行っています。 

第 29回環境会議（2012年 10月）     第 29回部門環境管理責任者会議（2013年 1月） 

  

◇◇  環環境境教教育育 

【 ２ 0 1 2 年度の 教育実績 】 

名 称 対象者 内 容 受講人数 延べ受講
時間 

新入社員教育 新入社員 環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの概要 17名 43ｈ 
一般教育 全社員 環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ及び環境に関する教育 延べ 2,198名 1,295ｈ 
特定業務要員教育 関係者 著しい環境影響を与えうる作業に関する教育 延べ 275名 84ｈ 
内部環境監査員教育 監査員 主任監査員養成研修 3名 60ｈ 

推進委員 内部環境監査員養成研修 2名 40ｈ 
部門推進委員教育 関係者 各ｻｲﾄで環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑを推進する委員の教育 28名 392ｈ 
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環境マネジメントシステムの状況                                                                                                                                                                                                
  
◇◇  環環境境監監査査 

環境マネジメントシステムへの適合性を確認するために、年１回の内部環境監査と認証機関審査による
定期審査を受審しています。 
内部監査での指摘事項は、１ヶ月以内に是正処置が行われ、次回監査でフォローアップを実施します。 
内部環境監査は出来るだけ多くの改善を行うために、社内基準は厳しく設定し実施しています。 

 
【2012 年度の国内サイト監査実績】 

監査の名称 実施時期 受審サイト 指摘件数 

内部環境監査 2012年度 全部門 
重大 軽微 観察 合計 

8 76 22 106 

認証機関審査 2012年 6月 3サイト 
重大な不適合 軽微な不適合 要修正 改善提言 

0 0 6 11 

【国内サイトの監査状況】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【2012 年度の海外サイト監査実績】 

監査の名称 実施時期 受審サイト 指摘件数 

内部環境監査 2012 年度 全部門 
重大 軽微 観察 合計 

0 56 12 68 

認証機関審査 2012年度 2サイト 
重大な不適合 軽微な不適合 要修正 改善提言 

0 9 12 0 
 

【海外サイトの監査状況】 
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環境マネジメントシステムの状況 
 
◇◇  緊緊急急事事態態へへのの準準備備及及びび対対応応   

緊急事態（地震、火災、爆発、流出などによる著しい環境影響）や事故等により、発生する状況を特定
し、その対応手順や緊急備品を準備し、可能な場合は、模擬訓練をすることで緊急事態や事故が発生して
も環境影響を最小限にするための体制を整えています。 
 
【海外工場での模擬訓練の状況】 

台湾工場の消火訓練（2012年 9月）       フィリピン工場の消火訓練と LPガス供給遮断訓練（2012年 12月）  

 

 

◇◇  認認証証取取得得   
 
双葉モバイルディスプレイ株式会社が、2012 年

6月 29日付けで認証を取得しました。 
国内の双葉グループは、マルチサイト認証とい

う形で、認証の取得を進めています。 
国内関係会社では 3 社目の認証の取得となりま

した。環境に配慮した積極的な改善活動を進めて
いきます。 
  
【双葉モバイルディスプレイ(株)の審査状況】 
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環境に関する規制の遵守状況 
 
環境に関連する法規制を遵守し、地球環境の保全と公害の未然防止に取り組むことは、事業者にとって 

重要な責務と認識しています。 
 

◇◇  適適用用さされれるる法法規規制制及及びびそそのの対対応応   

法規制の特定と周知 

法規制改定情報サービスや定期的な確認作業で入手した最新情報を基に、適用される法規制と遵守すべ
き項目を特定し、環境規定に収録し関係部門に展開しています。 

分  類 適用される主な法規制等（国内関連） 

法 令 

公害関係 大気汚染防止法、水質汚濁防止法、浄化槽法、土壌汚染対策法など 

エネルギー関連 省エネ法、地球温暖化対策の推進に関する法律など 

廃棄物関連 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、資源有効利用促進法など 

化学物質関連 PRTR法、消防法、毒物劇物取締法など 

都道府県条例 千葉県、兵庫県、茨城県、大阪府、東京都、奈良県、岩手県 

市町村条例 茂原市、睦沢町、長南町、長生村、松戸市、四街道市、明石市、北茨城市、大阪市、 

 安堵町、釜石市 

協  定 茂原市、明石市、長南町、北茨城市 

遵守状況の確認 
法規制の遵守状況は、関連部門の責任者による評価と、環境会議及び内部環境監査で確認しています。

また、公害関係の法規制などに定められている測定は、外部測定機関に依頼し定期的に行っています。測
定の依頼や計量証明書の確認は、施設管理部門ではなく環境管理事務局が行うことで監視の独立性を確保
し、不適合発見時には関係部門に是正要求を発行することで、速やかな対策を実施しています。 

海外サイトの遵守状況 
国内の法規制遵守状況のみならず、海外サイトの工場放流水の水質状態についても、日本の環境管理事

務局で規制値内遵守状況を確認しています。 
規制値及び測定項目は、国及び工場立地場所により異なりますが、それぞれに適応した基準値内管理を

行っています。 

グローバルな環境管理 
2007 年度より、海外サイトも含めたグローバルな管理を行うことで、地球環境問題への取り組みや省

エネ、省資源、廃棄物抑制などの統一化を進めながら環境経営度アップをはかっています。 
ISO14001 認証取得の推進と、認証取得工場の活動支援・指導及び法規制の対応と監視データの共有

化を推進する事で、企業の社会的責任(CSR)の一環としています。 
また、REACH規則・RoHS指令などの化学物質の規制、管理についても、統一化を推進しています。 
 
◇◇  違違反反及及びび訴訴訟訟 

法令または条例の環境条項の違反を理由として、改善勧告、改善命令や罰則を受けた事はありません。
また、環境に関する苦情により提訴されたことはありません。 
 
◇◇  苦苦情情報報告告 

2012 年度は、環境に関する苦情はありません。 
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サプライチェーンマネジメント等の状況 
 
事業活動における環境配慮への取り組みは、生産活動の範囲内だけでなく、原材料の調達、部品・部材

の調達、製品等の購入、輸送、廃棄物処理等の様々なお取引先の協力が不可欠です。お取引先と情報を共
有するために以下の取り組みを行い、事業活動の全領域で環境負荷の低減活動を 推進しています。 
 
 
◇◇  おお取取引引先先様様共共通通   

環境活動の基本となる「環境方針」及び、その方針を実践するための具体的な依頼事項を伝達し、ご理
解とご協力をお願いしています。 
 
 
◇◇  おお取取引引先先様様個個別別   

 原材料部品等購入先 
資材調達においては、品質・価格・納期を総合的に評価し採用することが従来の方法に加え、環境性能

に優れた資材調達が重要であるとの認識で、有害性の低い部品や原材料の評価・採用・環境に対するお取
引先の評価などを調達のファクターにしています。 
環境保全の考え方をお取引先と共有し、共に環境保全に取り組むために環境に配慮した資材調達活動と 

して「グリーン調達」のご協力をお願いしています。 

廃棄物処理状況の立会確認 
廃棄物の適正処理処分は、排出事業者の責任です。当社では、中間処理施設・最終処分場などへの訪問

確認頻度・確認項目などを手順に定め、定期的な現地立会確認を実施し、廃棄物の適正処理に取り組んでいま
す。 

 

工事業者様 
工事においても、騒音・振動・廃棄物等の環境負荷が発生する可能性があります。 工事種別毎に発生

が予想される環境負荷を周知し、その低減に対するご協力をお願いしています。 
 
運送業者様 
資材搬入や製品出荷など、深夜や早朝になる場合があり、近隣の方々に騒音のご迷惑をかける可能性が

あります。アイドリングストップ・積み下ろし作業の騒音防止など、ご協力をお願いしています。 
 
請負業者様 
納品の際の包装・梱包など、廃棄物になるものの減量や通い箱化など、ご協力をお願いしています。 

 
 

【産業廃棄物 最終処分場確認】 【産業廃棄物 中間処理施設確認】 
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グリーン購入・調達の状況 
 
資源・エネルギーの循環的利用を促進するためには、事業エリアにおける取り組みばかりでなく原材料や

部品及び事務用品などの購入・調達における環境配慮も重要です。 

◇◇  原原材材料料・・部部品品 

引き続き、2008 年から運用が開始されている REACH
（化学物質とその安全な使用・取扱・用途に関する欧州連
合(EU)の法律です。）などの動向を注視しながら、適切に
対応してまいります。 
また、環境関連の規制強化に伴い、グリーン調達管理シ

ステムの見直しを推進し効率的に対応してまいります。 
 

◇◇  施施設設・・設設備備     

施設・設備についても、使用時・廃棄時に環境負荷が発
生する可能性があります。これらの評価項目を「施設・設
備アセスメント規定」に定め、運用しています。 
（１）アセスメントの実施時期 

導入検討段階、廃棄段階で実施する 
（２）アセスメント項目 

法規制、省資源、遊休設備再利用、消費電力、騒音・振動レベル、安全性等 
 

◇◇   事事務務用用消消耗耗品品 
製品を構成する資材以外の事務用品についても、環境対応商品の検索が容易にできるインターネットに

よる購入を導入し、グリーン購入を推進しています。 
2012 年度の環境対応商品の購入比率(数量ベース)は 64.8%、(金額ベース)は 54.0%となりました。 

* 環境対応商品の定義 …  公的な環境ラベルに適合している商品 

◇◇   そそのの他他  

その他、推進している代表的な例は以下の通りです。 
（１）冊子、パンフレット …  再生紙、SOYインクを使用しています。 
（２）社有車         …  原則としてガソリン車と規定しています。 

更新時に、より環境負荷の少ないものを導入しています。 
 

低公害車の導入の推移 2007 年度 2008 年度 2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 
a. 天然ガス車 2 2 2 1 1 1 
b. ハイブリッド車 2 2 2 2 3 5 
c. 電気自動車    ０  ０  ０  ０  １  １ 
d. 低燃費かつ低排出ガス車 126 132 118 119 117 120 
(d のうち、4つ星以上の車の台数) 34 41 38 42 47 48 
e. 低公害車を含む全車両台数 204 184 166 160 164 153 
導入率(%) (a+b+c+d)/e 66.7% 73.9% 73.5% 76.3% 74.3% 83.0% 

 
（３）コンピュータ用紙、コピー用紙  …  再生紙を使用しています。 

（特設消防隊車両 ５台含む）

（４）パソコン … 「パソコン導入・活用に関するガイドライン」にて ECO 製品を推奨。 
 

【海外の製品関連規制の社内公開資料】 
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環境に配慮した新技術、DｆE 等の研究開発の状況 
 
当社グループは、「本質之直視」を企業哲学と定め、この哲学のもと「価値ある器材・サービスを創出

し、世界の発展に貢献する」ことを企業理念として掲げ、最新の技術と知識、柔軟で斬新な発想で、産業
の発展に貢献する優れた製品を創造しています。 

◇◇  環環境境付付加加価価値値製製品品化化 

研究開発活動 
当社グループ(当社および連結子会社)は、持続的成長と企業価値の向上を目指し、各事業部門および国

内外の子会社が一体となり研究開発を推進しています。 

新たな柱となる有機 EL ディスプレイ 
薄型・軽量・省電力をはじめ、シースルー化・フレキ

シブル化など、ディスプレイに求められる多様なニーズ
にお応えするため、当社は主力製品である蛍光表示管に
加えて、有機 EL ディスプレイ事業を本格的に展開して
います。 

有機 EL ディスプレイは、薄型・軽量・省電力という
特徴を持ち、携帯電話などの通信用途を中心とした民生
分野で使われています。双葉モバイルディスプレイ株式
会社は、その用途をさらに拡大させるため、車載製品・
シースルー製品・フレキシブル製品・タッチパネル付き
製品の開発を進めてきました。 

平成 24 年 4 月の双葉モバイルディスプレイ株式会社
の子会社化により、当社が蛍光表示管事業を通じて蓄
積・発展させてきた各種技術が、本格的に有機 EL ディ
スプレイへと展開され、製品開発を加速する技術シナジ
ーを生み出しています。車載分野での豊富な経験が、車
載用有機 ELディスプレイの量産化につながり、有機 EL
用乾燥材 OleDry-F によって、シースルー製品・フレキ
シブル製品の商品化が可能となりました。さらには、当
社タッチパネルを有機 EL ディスプレイと組み合わせた
製品も実現しています。 

双葉グループの強みを活かしたこれらの製品群を拡販
の柱に捉え、今後の事業拡大をはかっていきます。 
 
 
研究･ 開発の状況 

2012年度の取組みテーマ 
① プレス金型用部品の鉛フリー化 
② VFD 新規開発品種数の 100%をカドミウ

ム・鉛フリー半田 VFD仕様 
③ 鉛含有量 0.2wt%以下に対応する VFD の要

素技術開発 
④ 製品に使用する部品の小型化（省資源化） 
⑤ 環境付加価値製品化 

 

【長生電子部品技術センター】 

有機 EL用乾燥材 OleDry-F 

超薄型フィルムタイプ有機 ELディスプレイ 
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生物多様性の保全と生物資源の持続可能な利用の状況 
 
生物多様性の恵みを将来にわたり享受できる持続可能な社会の実現に向け、生物多様性の保全に取り組

んでいます。 
当社の、国内の主要生産拠点である長生工場は、事業活動によって地域の生物多様性に重大な影響を及

ぼす事の無いように、自然環境の保護に努めています。 
 

◇◇  自自然然環環境境のの維維持持、、保保護護 

自然豊かな環境に囲まれた長生工場 
長生工場は、330,000 ㎡の敷地の中に調整池を保有し、それに隣接して湿地帯があります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
調整池で羽を

 

 
 
 
湿地帯にはモウセンゴケなど食中植物が自生し、調整池にはアオサギ、カワセミなど多くの野鳥が訪

れ、豊かな生態系が維持されています。 

長生工場の調整池 調整池に自生する水草（ヒシ） 

湿地帯で休息するアオサギ 湿地帯周辺の山栗 

調整池周辺のガマ コモウセンゴケ保護区域 

長生工場の湿地帯 

湿地に生息する 
食虫植物 コモウセンゴケ 

調整池で羽を休めるカルガモ 
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環境に関する社会貢献活動の状況 
 
事業所周辺の自主的清掃活動の実施、環境保全基金への協力、地域の社会貢献活動に取り組んでいます。 

 
◇◇  事事業業所所周周辺辺のの環環境境保保全全   
清掃活動 
当社では、営業所を含む全事業所において周辺の

自主的清掃活動を年２回実施しています。 
2012 年度は、延 365名が参加して 265kgの廃

棄物を回収し周辺の美化に努めました。 
 

 

  

  
  

◇◇  地地域域へへのの社社会会貢貢献献 

もばら阿波おどり 
茂原市では、毎年７月に「茂原七夕まつり」を開

催しています。毎年恒例の「もばら阿波おどり」が
行われ、当社は茂原市民の一員として参加しました。 
 

 

 

 

特設消防隊  
双葉電子工業（株）特設消防隊は、5 台の消防車を配備し、社内だけでなく近隣の火災などにも出動し、

長生郡市広域市町村圏組合消防本部と連携をとりながら、地域貢献の一環として地域防火活動の一翼を担
っています。2012年度は 24回の出動を数えました。 
また、長生工場の『さくら散策』では、子供達を対象に消防自動車の乗車体験や、耐火服を着てもらう

イベントを行いました。 

実施年月 参加数 回収重量
2010年5月 199名 166kg
2010年11月 177名 160kg
2011年5月 185名 122kg
2011年11月 192名 120kg
2012年5月 178名 112kg
2012年11月 187名 153kg
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温室効果ガスの排出量及びその低減対策 
  
地球温暖化の主要因とされる温室効果ガスの排出抑制に取り組んでいます。 

◇◇  中中長長期期目目標標及及びび集集計計範範囲囲   
 
国内サイト、連結サイトの中長期目標を策定し、温室効果ガスの削減に取り組んでいます。また、集計

範囲についても地球温暖化対策推進法に基づき集計しています。 

【中長期目標】 
 

サイト 中長 期目標 

国内サイト CO2 原単位を 2012 年度までに 1990 年度比 8%削減する 

連結サイト CO2 原単位を 2012 年度までに 2004 年度比 8%削減する 

＊実質生産高…日銀の国内企業物価指数で補正して算出 

【集計範囲】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＊製品の輸送による温室効果ガスの排出は微量なので集計しない 
 
 
◇◇  国国内内ササイイトトのの状状況況   
 

2012年度の国内サイトにおける CO2 総排出量は 1990年度比で 83％、前年より 5％増加しました。
また、実質生産高当りの CO2 原単位は 1990年度比で 132％、前年より 20％増加しました。  
今後、照明設備や空調設備等の高効率機器への転換や、更なる節電活動を展開し 2013 年度 CO2 原単

位 1990年度比 8％削減を目指し継続的に改善していきます。 

  

地球温暖化対策推進法に定められた温室効果ガス 当社の事業活動 集計範囲 

  電気、燃料の使用  ○ 
エネルギー起源二酸化炭素 
 

                                製品の輸送 ×（微量） 
  

 
 
上記以外の温室効果ガス 

非エネルギー起源二酸化炭素 封着ガス  ○ 
メタン 排水、下水等の処理  ○ 
一酸化二窒素 燃料の燃焼  ○ 
ハイドロフルオロカーボン類 －  － 
パーフルオロカーボン類 －  － 
六ふっ化硫黄 －  － 
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温室効果ガスの排出量及びその低減対策 
 
◇◇  連連結結ササイイトトのの状状況況 

2012 年度の連結 CO2 総排出量は 2004年度比で 74％、前年比で 5％減少しました。  
実質生産高あたりの CO2 原単位は、生産高減少を受けて 2004 年度比で 135%、前年より 18％増加

しました。今後、海外サイトにおける低効率設備等の高効率機器への切替や省エネ活動の促進をはかりま
す。 

  

◇◇  省省エエネネのの事事例例 

 
窓ガラスに遮熱フィルムを貼付  
窓ガラスから入った太陽光エネルギーが室内の温度を上昇させるのは主に赤外線が原因です。 
赤外線を 90%以上カットする遮熱フィルムを貼り、窓から室内に入り込む熱を大幅にカットすることに
より、冷房効率を向上させることができました。 
さらに、フィルムの断熱効果により、室内の熱が屋外に逃げにくくなり、暖房効率も向上しました。 
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廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量及びその低減対策 
 
廃棄物の発生抑制は、資源循環型社会を構築するためには重要な課題です。当社では、グループ全体で

ゼロエミッションを達成すべく、再資源化率 99%以上をゼロエミッションと定義し、工場から排出され
る全てのものに対して再資源化に取り組みながら、廃棄物の排出抑制と処分費用の低減に取り組んでいま
す。 

◇◇  国国内内ササイイトトのの取取りり組組みみ   

工場廃棄物の削減と再資源化活動  
2012 年度の廃棄物の発生量は 2011 年度と比較し 86t 減少し、処分量は 3t 減少しました。総排出量

では 263t 削減され、再資源化率は 99.9%となり国内サイトでのゼロエミッションを継続達成しました。 

  
再資源化の主な取り組みとして、紙類のリサイクル化はすでに認証取得年より実施していましたが、機

密書類については、情報流出の面からシュレッダー、焼却処理が行われていました。現在は、回収から紙
の原料に再生されるまで機密が確保される事が確認された為、リサイクルを実施しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 

保存箱回収   → 処理工場へ搬入 → 粉砕処理 →  溶解・脱水処理 

処理費用削減 
廃棄物の処理費用低減も会社としての資源有効化の一つと考え、発生する廃棄物の徹底分別による処理

方法と、処理価格の見直し等を行い費用削減に取り組んでいます。 
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廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量及びその低減対策 
 
廃棄物の発生抑制は、資源循環型社会を構築するためには重要な課題です。 
当社では、グループ全体で ゼロエミッション達成すべく、再資源化率 99%以上をゼロエミッションと

定義し、工場から排出される全てのものに対して再資源化に取り組みながら、廃棄物の排出抑制と処分費
用の低減に取り組んでいます。 

◇◇   海海外外ササイイトトのの排排出出実実績績とと処処分分のの状状況況   

2007 年度より、海外サイトでも国内サイト同様に廃棄物の発生削減と再資源化促進活動を推進してき
ました。工場立地国の環境法が日本と違うため、法の遵守を優先しながら連結でのゼロエミッション実現
に向けた取り組みを推進してきましたが、目標とした 2012年度連結ゼロエミッションの達成には至りま
せんでした。 

（注）上記グラフは、工場排出物に対する再資源化と廃棄処理の割合で示しています。 
廃棄物だけの割合ではありません。（有価物処理も含む） 

 
 

◇◇  廃廃棄棄物物排排出出実実績績とと占占有有率率 

右図は 2012 年度の当社海外サイトと国内サイト 
の廃棄物の総排出量と占有率です。  
廃棄物の排出量削減と再生資源化に力を入れ、資

源の有効化に取り組みます。 
また、海外サイトについては国内サイトの削減化 

推進内容及び再資源化方法の共有化を図りながら、
連結でのゼロエミッション達成に向けて取り組んで
います。 
 
 

◇◇   工工場場排排出出物物処処理理状状況況推推移移  
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廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量及びその低減対策 
 
◇◇  今今後後のの取取組組 
 
国内サイトでは、廃棄物の排出削減と廃棄物処理費用の低減に取組み、資源の有効化と経費の削減を推

進して行きます。今後、更なる廃棄物の総排出量削減、分別の徹底による再資源化率の向上を目指し、排
出削減活動の継続強化をはかっていきます。 

国の普及促進項目である、電子マニフェストによる適正な処理の促進に努めます。 海外サイトについ
ては、各国の法的規制を遵守しながら廃棄物の排出削減と処理方法の適正化及び資源の有効化を視野に入
れ、適正な処分とリサイクル又は有価処理への移行を検討しながら経費の削減も含めた対応を実施し
2013年度連結ゼロエミッションの実現を目指します。 

 
 
 
 
 
化学物質の管理方針及び管理状況 
 
化学物質は、生産活動に不可欠である反面、管理方法等を間違えると環境汚染を引起す可能性がありま

す。環境汚染を防止するため、以下の取り組みを行っています。  
◇◇  PPRRTTRR 対対象象物物質質のの排排出出量量低低減減   

2012年度は、鉛含有部品生産工程の海
外移管や、生産量の落ち込みなどから、
鉛化合物の排出量などが減った結果、廃
棄物排出量は２ｔ低減しました。一方、
拠点追加や気候変動による燃料消費増加
により、大気への放出量が増加しました。 

 
2013年度は、対象物質の更なる使用量削
減と代替品への切り替えを進めることで、
環境負荷の低減に努めます。 
  
  
  

◇◇  アアススベベスストトのの管管理理 
当社では、アスベストの製造や原材料としての使用はしていません。建物に使用されたアスベストは固

化剤を用いて封じ込み工事を完了済みで、アスベストの飛散を防止しています。今後、完全な除去を行い
ます。 
 

◇◇  フフロロンンガガススのの管管理理 

フロンガス使用空調機は、フロンガスを大気放出させない作業に努めるとともに、廃棄時には適切な回
収と処理を継続しています。 

2012 年度、オゾン層破壊係数の高いフロン類使用機器 3 台を回収及びフロンガスを破壊処理しました。
フロン類使用機器の代替フロン化を、2015年までに順次実施します。 
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化学物質の管理方針及び管理状況 
 

◇◇  PPCCBB 廃廃棄棄物物のの処処理理 

PCB 廃棄物は「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」により、2027 年
3月までに適正に処理を行うことが義務付けられています。 
当社は該当する PCB 含有機器 33 台について早期処理申請を行っておりますが、本年度は処理日が決

定されませんでした。 
また、使用中の低濃度 PCB 含有機器については、2012 年度末までに順次停止し「特別管理産業廃棄

物管理基準」に従い、専用の保管場所において適正に管理すると共に、届出を行っています。 
現在保管されている PCB 含有機器につきましても、再度濃度レベルの調査を実施し、早期処理に向け

た取り組みを実施していきます。 
 
 

PCB 廃棄物の保管及び早期処理申請の状況  
   
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

監督官庁による保管状況立ち入り検査 

2012 年度は、監督官庁による PCB 廃棄物の保管状況立ち入り検査が、3 拠点で各 1 度実施されまし
た。各拠点とも、届出書類関係及び保管状況に問題はなく、指導などはありませんでした。 

 

廃物の種類 　　　保管内容 　　早期処理申請済

数 量 数 量

高圧コンデンサ 39台 5,347kg 33台 4,940kg

変圧器 28台 24,800kg ー ー

油 １缶 129kg ー ー

安定器 １缶 70.6kg ー ー

ウエス ３缶 48kg ー ー
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環境会計情報 
環境保全への取組みを、効率的かつ効果的に推進しながら、事業活動での環境保全コストとその活動

結果により得られた効果を算出することで、持続可能な発展を目指し利害関係者と有効な関係を保つよ
う努めています。 

◇◇  環環境境投投資資とと環環境境保保全全ココスストト 
 単位：M￥ 

 

費用及び投資項目費 

項
 

主な項目  費用  投資額  
1 事業エリア内コスト    
 ・公害防止コスト 公害防止コスト 73.1 

 
 

75.3 
 ・地球環境保全コスト 地球環境保全コスト 93.6 

 
 

 ・資源循環コスト 資源の効率的利用のためのコスト 0  
  廃棄物のリサイクル等のためのコスト 77.7 

 
 
 

 
  廃棄物の処理・処分等のためのコスト 5.9 

 
 

  その他 0.1  
小計  250.4 

 
 
 

75.3 
2 上・下流コスト グリーン購入と通常購入との差額コスト －  
  製品等の回収、リサイクルのコスト －  
 小計  －  
3 管理活動コスト 環境マネジメントシステムの管理・運用コスト 7.1 

 
 

  環境情報の開示及び環境広告のためのコスト 0.1  
  環境負荷監視のためのコスト 9.7  
  環境マネジメントシステムの教育コスト 8.8  
  環境に著しい影響を与え得ると特定された作業に関連する環境

教育 
  

  0.4  
    環境法規等によって必要資格が義務づけられている 業務に関

する教育 
  

  0.1  
    原材料から廃棄に至るあらゆる面での環境配慮をするための

技術者教育 
  

  －  
    内部環境監査員教育 0.2  

小計  26.4 
 

 

 
4 研究開発コスト 環境保全に資する製品等の研究開発コスト 2.5  

  製品等の製造段階における環境負荷の抑制のための研究開発
コスト 

  
  0.7 

 
 

 小計  3.2  
5 社会活動コスト  1.2  
6 環境損傷対応コスト  － 

 
7 その他のコスト  － 

   281.2 75.3 
合計 

356.5   

◇◇  経経済済効効果果 
単位：M￥ 

経済効果  
項目  主な効果内容  効果金額  

水道光熱費削減額 省エネ活動によるエネルギー削減 -189.9 
廃棄物処理費削減額 排出量低減による処理費用削減 -0.8 

 有価物売却益 廃棄物処理から有価物処理へ移行した事による利益 207.1 
水使用料の削減額 排水再生処理後の循環利用による水使用量の削減 5.3 
  合計 21.7 

 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ご意見・ご感想をお聞かせください。 
 
 
 
 
 
 
 
 

この報告書には、当社グループの 2012 年度の環境への取り組み状況を掲載
しました。 
 

 

この報告書をお読みいただいた皆様のご意見・ご感想をお聞かせ下さい。 
皆様からの貴重なご意見は、これからの当社グループの環境への取り組みを進
める上での参考にさせていただきます。 

次ページのアンケート用紙をご記入の上、FAXにて送付をお願いします。  

ご記入いただいた内容は、この環境報告書の改善のために利用させていただ

き、他の目的で使用することはございません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

双葉電子工業株式会社  
業務管理部  CSR推進グループ  

リスク管理ユニット 
FAX 0475-32-6146 

 
 
 
 



 

□お客様 □株主・投資家 □お取引先  

□工場近隣にお住まいの方 
□報道関係 

□政府・行政関係 
□企業の環境ご担当 

□環境 NGO・ＮＰＯ関係 
□その他  (         ) 

 

 
 

お手数ですが、下記アンケートにご記入のうえ、ＦＡＸをお願い致します。 

Ｑ１．環境報告書をお読みになってどのようにお感じになりましたか？ 
□わかりやすい 
□わかりにくい（理由など：                           ） 

Ｑ２．環境報告書をお読みになって、印象に残った項目をお選びください。 
□経営責任者の諸言            □報告対象組織の範囲 
□事業の概要  
□事業活動のマテリアルバランス  
□事業活動における環境配慮の方針     □環境マネジメントシステムの状況 
□環境に関する規制の遵守状況       □ サプライチェーンマネジメント等の状況 
□グリーン購入・調達の状況  
□環境に配慮した新技術、DfE の研究開発の状況 
□生物多様性の保全と生物資源の持続可能な利用の状況 
□環境に関する社会貢献活動の状況 
□温室効果ガスの排出量及び低減対策 
□廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量及びその低減対策 
□化学物質の管理方針及び管理状況  
□環境会計情報 

Ｑ３．この環境報告書を何でお知りになりましたか？ 
□当社ホームページ   □当社社員   □その他（   ） 

Ｑ４．この環境報告書についてご意見・ご感想などをお聞かせ下さい。 
 
 
 
 
 
 
 
 

ご協力ありがとうございました。お差し支えなければ下記項目のご記入もお願い致します。 

Ｑ５．この環境報告書をどのような立場でお読みになりましたか？ 
 
 
 
 
Ｑ６．性別 

□男性 □女性 
Ｑ７．年齢 

□１０代  □２０代  □３０代 
□４０代  □５０代  □６０代 
□７０代  □８０歳以上 

Ｑ８．お名前 Ｑ９．ご職業 

〔 〕 〔 〕 
Ｑ１０．ご住所/TEL 

 

 

双葉電子工業株式会社 業務管理部  CSR推進グループ  リスク管理ユニット 
環境報告書（2013） FAX 0475-32-6146 



 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
本社  〒297-8588  千葉県茂原市大芝 629 

 

TEL：0475-24-1111（大代表） 
 
 
 
● この報告書に関するご意見、お問い合わせは下記で承っています。 

業務管理部  CSR推進グループ  リスク管理ユニット 
 

〒299-4395  千葉県長生郡長生村薮塚 1080 
 

TEL：0475-32-6095 
 

FAX：0475-32-6146 
 

e-mail：下記ＵＲＬの「環境への取組みに関するお問い合わせ」ページから 
 

（お問い合わせフォームへ）をクリックし、表示されるフォームにてお願い致します。 
 
 
 
● この報告書は、当社ホームページにて公開しています。 

ＵＲＬ  http://www.futaba.co.jp/environment/index.html 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

http://www.futaba.co.jp/environment/index.html
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